
2003年2月27日
公正貿易センター

＜対日アンチ＜対日アンチ＜対日アンチ＜対日アンチ・ダンピング情報＞・ダンピング情報＞・ダンピング情報＞・ダンピング情報＞
－公正貿易センター・レポート－
（第１１６号  ２００３年 １月度）

当センターが各国官報等により把握しました２００３年１月度の主要国の日本製品に対するアンチ・
ダンピング(ＡＤ)措置等に関する情報を下記の通り取りまとめましたので、ご送付申し上げます。

（お問合せ先：℡03-3591-4550）

ⅠⅠⅠⅠ        主なトピックス主なトピックス主なトピックス主なトピックス
（ＡＤ関連）（ＡＤ関連）（ＡＤ関連）（ＡＤ関連）
１．米国１．米国１．米国１．米国：セラミック碍子のＡＤ調査開始、ＩＴＣが：セラミック碍子のＡＤ調査開始、ＩＴＣが：セラミック碍子のＡＤ調査開始、ＩＴＣが：セラミック碍子のＡＤ調査開始、ＩＴＣが「損害あり」の仮決定「損害あり」の仮決定「損害あり」の仮決定「損害あり」の仮決定（速報、前月第115 号に

て一部既報）
・変電用セラミック碍子に対するＡＤ調査開始申請を受け、ＩＴＣ（国際貿易委員会）は損害調
査（1/8 付官報）を、商務省は価格調査（1/28 付官報）をそれぞれ開始し、ＩＴＣは 2 月 13
日に「損害あり」とする仮決定を下した。

２．米国２．米国２．米国２．米国：ポリビニール･アルコールのＡＤ調査で、商務省が：ポリビニール･アルコールのＡＤ調査で、商務省が：ポリビニール･アルコールのＡＤ調査で、商務省が：ポリビニール･アルコールのＡＤ調査で、商務省が「ダンピングあり」の仮決定「ダンピングあり」の仮決定「ダンピングあり」の仮決定「ダンピングあり」の仮決定（速報）
・2月 12日、商務省は昨年 9月より行っていたポリビニール･アルコールの価格調査で「ダンピ
ングあり」の仮決定を下した。なお、損害調査では、ＩＴＣが昨年 10 月に「損害あり」の仮
決定を下している。

３．中国３．中国３．中国３．中国：化学製品：化学製品：化学製品：化学製品（カプロラクタム、無水フタル酸）に対して、相次いでクロの仮決定（カプロラクタム、無水フタル酸）に対して、相次いでクロの仮決定（カプロラクタム、無水フタル酸）に対して、相次いでクロの仮決定（カプロラクタム、無水フタル酸）に対して、相次いでクロの仮決定（前月第115
号にて既報）

・1月 7 日、カプロラクタム（2001.12.7 調査開始）、無水フタル酸（2002.3.6 調査開始）に対
して、共に「ダンピング及び損害あり」とする仮決定が下され、公告された。
・また、両製品に対しては同日より暫定ＡＤ税の賦課も決定され、併せて公告された。

４．フィリピン４．フィリピン４．フィリピン４．フィリピン：硫酸のＡＤ調査を開始：硫酸のＡＤ調査を開始：硫酸のＡＤ調査を開始：硫酸のＡＤ調査を開始
・１月13日、フィリピン当局ＤＴＩ（Department of Trade & Industry）は、日本製硫酸に対す
るＡＤ調査を開始した。
・なお、ＷＴＯ文書で確認可能な1995年以降で、日本製品がフィリピンのＡＤ調査の対象となる
のはこれが初めてとなる。

　　　　　　　　　　　　　　　◇フィリピンのＡＤ案件（1995年以降の調査開始案件）

最終結果
対象国 対象製品

調査開始時

期 日付 内　容

95年 タ　イ ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ床ｶﾊﾞｰ 95.7.26 01.2.13 ＡＤ税賦課

96年 ドイツ ﾏｸﾞﾈｻｲﾄ耐火煉瓦 96.12.4 98.7.9 ＡＤ税賦課

韓　国 電気めっきﾌﾞﾘｷ 97.4.17 99.10.18 申請却下97年

中　国 ﾄﾘﾎﾟﾘりん酸ﾅﾄﾘｳﾑ 97.6.13 99.6.17 ＡＤ税賦課

台　湾 00.6.7 申請却下

ロシア 99.12.23 ＡＤ税賦課

98年

ウクライナ

冷延ｺｲﾙ/薄板 98.9.16

99.3.16 申請却下

ロシア 熱延ｺｲﾙ/薄板 99.2.27 00.11.3 ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞなし

ロシア 鋼片 99.5.28 00.11.3 AD税賦課

韓　国 ﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ樹脂 99.8.16 00.10.2 AD税賦課

インドネシア

マレイシア
ﾌﾛｰﾄ･ｶﾞﾗｽ 99.8.23 00.12.13

AD税賦課

(一部ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞなし)

99年

マレイシア 冷延ｺｲﾙ/薄板 99.10.5 01.1.12 AD税賦課

台　湾 冷延ｺｲﾙ/薄板 00.7.0700年

中　国 装飾ｶﾞﾗｽ 00.7.11 01.7.24 ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞなし

01年 なし

02年

1-6月
なし

（出所：SEMI-ANNUAL REPORT，Committee on Anti-Dumping Practices, WTO、他）
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（セーフガード関連）（セーフガード関連）（セーフガード関連）（セーフガード関連）
１．ＥＵ１．ＥＵ１．ＥＵ１．ＥＵ：鉄鋼セーフガードで継続調査の３品目の調査を終結：鉄鋼セーフガードで継続調査の３品目の調査を終結：鉄鋼セーフガードで継続調査の３品目の調査を終結：鉄鋼セーフガードで継続調査の３品目の調査を終結
・ＥＵは、昨年9月27日に鉄鋼製品7品目に対するセーフガード措置を正式発動した際、調査継
続としていたブリキ、鉄鋼厚板、鉄筋用棒鋼の3品目について、「損害なし」として調査を終
結し、1月27日付で公告した。

ⅡⅡⅡⅡ    主要主要主要主要4444ヶ国の官報での、対日ＡＤ案件等の１月度掲載事項ヶ国の官報での、対日ＡＤ案件等の１月度掲載事項ヶ国の官報での、対日ＡＤ案件等の１月度掲載事項ヶ国の官報での、対日ＡＤ案件等の１月度掲載事項

  １．米１．米１．米１．米    国国国国（（（（Federal RegisterFederal RegisterFederal RegisterFederal Register））））
        Vol. 68, № 1 ～ № 21 （2003.1.2.～ 2003.1.31.）

(1(1(1(1) ) ) ) ＡＤオリジナル調査ＡＤオリジナル調査ＡＤオリジナル調査ＡＤオリジナル調査：：：：
①商務省①商務省①商務省①商務省：：：：    ＡＤ価格調査開始の公告ＡＤ価格調査開始の公告ＡＤ価格調査開始の公告ＡＤ価格調査開始の公告
68 FR 4169 (2003.1.28.)，Effective Date：2003.1.28.
変電用セラミック碍子変電用セラミック碍子変電用セラミック碍子変電用セラミック碍子
［商務省：Ａ-588-862 High and Ultra-High Voltage Ceramic Station Post Insulators］

   
②ＩＴＣ②ＩＴＣ②ＩＴＣ②ＩＴＣ（国際貿易委員会）（国際貿易委員会）（国際貿易委員会）（国際貿易委員会）：：：：    ＡＤ損害調査開始、並びに仮決定局面のスケジュールの公告ＡＤ損害調査開始、並びに仮決定局面のスケジュールの公告ＡＤ損害調査開始、並びに仮決定局面のスケジュールの公告ＡＤ損害調査開始、並びに仮決定局面のスケジュールの公告
68 FR 1068 (2003.1.8.)，Effective Date：2002.12.31.
変電用セラミック碍子変電用セラミック碍子変電用セラミック碍子変電用セラミック碍子
［ＩＴＣ：731-TA-1023 Certain Ceramic Station Post Insulators］

(2)(2)(2)(2)    ＡＤサンセット見直しＡＤサンセット見直しＡＤサンセット見直しＡＤサンセット見直し：：：：　対象案件掲載無し

((((3333))))    ＡＤ行政見直し等ＡＤ行政見直し等ＡＤ行政見直し等ＡＤ行政見直し等：：：：
①商務省①商務省①商務省①商務省：：：：    ＡＤ行政見直し取消しの公告ＡＤ行政見直し取消しの公告ＡＤ行政見直し取消しの公告ＡＤ行政見直し取消しの公告
68 FR 1039 (2003.1.8.)，Effective Date：2003.1.8.
熱延鋼板熱延鋼板熱延鋼板熱延鋼板（見直し対象期間＝2001.6.1～2002.5.31）
［商務省：A-588-846 Hot-Rolled Flat-Rolled Carbon-Quality Steel Products］

②商務省②商務省②商務省②商務省：：：：    事情変更による見直しの開始及び仮結果、並びにＡＤ税賦課命令一部撤回意図の事情変更による見直しの開始及び仮結果、並びにＡＤ税賦課命令一部撤回意図の事情変更による見直しの開始及び仮結果、並びにＡＤ税賦課命令一部撤回意図の事情変更による見直しの開始及び仮結果、並びにＡＤ税賦課命令一部撤回意図の
公告公告公告公告

68 FR 1436 (2003.1.10.)，Effective Date：2003.1.10.
鉄鋼厚板鉄鋼厚板鉄鋼厚板鉄鋼厚板
［商務省：A-588-847  Certain Cut-to-Length Carbon Quality Steel Plate Products］

((((4444))))    セーフガード案件セーフガード案件セーフガード案件セーフガード案件：：：：　対象案件掲載無し

  ２．ＥＵ２．ＥＵ２．ＥＵ２．ＥＵ（（（（Official JournalOfficial JournalOfficial JournalOfficial Journal））））
        OJ Vol.46 № L1 ～ L26 (2003.1.4.～2003.1.31.)
        OJ Vol.46 № C1 ～ C24 (2003.1.4.～2002.1.31.)

    (1)(1)(1)(1)    ＡＤオリジナル調査ＡＤオリジナル調査ＡＤオリジナル調査ＡＤオリジナル調査：：：： 対象案件掲載無し
    ((((2222))))    ＡＤ措置失効ＡＤ措置失効ＡＤ措置失効ＡＤ措置失効：：：：     対象案件掲載無し
    ((((3333))))    ＡＤ見直し等ＡＤ見直し等ＡＤ見直し等ＡＤ見直し等：　：　：　：　対象案件掲載無し
    ((((4444))))    セーフガード案件セーフガード案件セーフガード案件セーフガード案件：：：：

・鉄鋼製品に対するセーフガード調査の・鉄鋼製品に対するセーフガード調査の・鉄鋼製品に対するセーフガード調査の・鉄鋼製品に対するセーフガード調査の終結及び暫定セーフガード措置による関税上乗せ分の終結及び暫定セーフガード措置による関税上乗せ分の終結及び暫定セーフガード措置による関税上乗せ分の終結及び暫定セーフガード措置による関税上乗せ分の
還付の公告還付の公告還付の公告還付の公告
Commission Regulation (EC) No.142/2003 of 27 Jan.2003, OJ No. L 23/9 (2003.1.28.)
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 ３．カナダ３．カナダ３．カナダ３．カナダ（（（（Canada GazetteCanada GazetteCanada GazetteCanada Gazette））））
        Vol.137, №1 ～№4 （2003.1.4.～2003.1.25.）

   (1)(1)(1)(1)    ＡＤ案件ＡＤ案件ＡＤ案件ＡＤ案件：：：：
・・・・ステンレス棒鋼ステンレス棒鋼ステンレス棒鋼ステンレス棒鋼：ＡＤ措置：ＡＤ措置：ＡＤ措置：ＡＤ措置（（（（1998.9.41998.9.41998.9.41998.9.4 決定分）失効に関する見直し開始の公告決定分）失効に関する見直し開始の公告決定分）失効に関する見直し開始の公告決定分）失効に関する見直し開始の公告（失効予定日（失効予定日（失効予定日（失効予定日：：：：

2003.9.32003.9.32003.9.32003.9.3））））
Vol.137, No.1/38（2003.1.4.）, Dated：2002.12.18.
[CITT Expiry Review No.RR-2002-003]

　　　　 (2)  (2)  (2)  (2) セーフガード案件セーフガード案件セーフガード案件セーフガード案件：：：：　対象案件掲載無し

  ４．オーストラリア４．オーストラリア４．オーストラリア４．オーストラリア（（（（Australian Customs ServiceAustralian Customs ServiceAustralian Customs ServiceAustralian Customs Service））））
        № 03/01 ～№ 03/02 (2003.1.24. ～ 2003.1.31.)

    (1)(1)(1)(1)    ＡＤ案件ＡＤ案件ＡＤ案件ＡＤ案件：：：：　対象案件掲載無し

ⅢⅢⅢⅢ    その他諸国その他諸国その他諸国その他諸国の対日ＡＤ案件等の対日ＡＤ案件等の対日ＡＤ案件等の対日ＡＤ案件等の１月度の１月度の１月度の１月度の情報の情報の情報の情報

１．中　国１．中　国１．中　国１．中　国
(1) (1) (1) (1) ＡＤ案件ＡＤ案件ＡＤ案件ＡＤ案件

                                ①①①①カプロラクタムカプロラクタムカプロラクタムカプロラクタム：ＡＤ調査仮決定：ＡＤ調査仮決定：ＡＤ調査仮決定：ＡＤ調査仮決定（（（（「ダンピングあり」、「ダンピングあり」、「ダンピングあり」、「ダンピングあり」、「損害あり」）の公告「損害あり」）の公告「損害あり」）の公告「損害あり」）の公告
中華人民共和国対外貿易経済合作部二〇〇二年第56号公告（2003.1.7.）

②②②②無水フタル酸無水フタル酸無水フタル酸無水フタル酸：ＡＤ調査仮決定：ＡＤ調査仮決定：ＡＤ調査仮決定：ＡＤ調査仮決定（（（（「ダンピングあり」、「ダンピングあり」、「ダンピングあり」、「ダンピングあり」、「損害あり」）の公告「損害あり」）の公告「損害あり」）の公告「損害あり」）の公告
中華人民共和国対外貿易経済合作部二〇〇二年第65号公告（2003.1.7.）

２．フィリピン２．フィリピン２．フィリピン２．フィリピン
(1) (1) (1) (1) ＡＤ案件ＡＤ案件ＡＤ案件ＡＤ案件
・・・・硫　酸硫　酸硫　酸硫　酸：フィリピン当局ＤＴＩがＡＤ調査開始を決定：フィリピン当局ＤＴＩがＡＤ調査開始を決定：フィリピン当局ＤＴＩがＡＤ調査開始を決定：フィリピン当局ＤＴＩがＡＤ調査開始を決定（2003.1.13）

以  上


